
基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した活性化事業（交付金相当部分）

（単位：千円）

大分県（平成21年度）

（１）消費生活センター機能強化事業

事業名

（４）消費生活相談員等レベルアップ事業

（３）消費生活相談員養成事業

（２）消費生活相談スタートアップ事業

（６）広域的消費生活相談機能強化事業

（７）食品表示・安全機能強化事業

81

-

（９）商品テスト強化事業

6,553

- 3,610 3,610

（５）消費生活相談窓口高度化事業

10,004 2,924 12,928

583 664

432 432

都道府県 市町村 合計

6,553

- 0

（８）消費者教育・啓発活性化事業 433 7,277 7,710

0

0

- 0

（10）地方苦情処理委員会活性化事業 -

２．消費者行政決算及び今年度の基金取崩し額
（単位：千円）

管内市町村決算

基金取崩し額

取崩し割合

118,400

42,348

37,153

23%

都道府県決算

（12）消費者行政活性化オリジナル事業

16,156 37,153

795

0（10）地方苦情処理委員会活性化事業 -

（11）一元化相談窓口緊急整備事業 3,494 967 4,461

消費者行政決算総額 160,748

合計

- 795

20,997



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

大分県、佐伯市、竹田市、宇佐市、豊後大野
市、国東市、日出町、九重町、玖珠町

10 人

1,012 人日

382 人日

中津市、臼杵市、豊後高田市、由布市

管内全体の研修参加・受入（実績）

4 人4 人

414 人日

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

大分県、佐伯市、竹田市、宇佐市、豊後大野
市、国東市、日出町、九重町、玖珠町

中津市、臼杵市、豊後高田市、由布市

自治体参加型

法人募集型

10 人

1,066 人日

４．一元的相談窓口緊急整備事業

人 人時間／年 千円

人 人時間／年 千円

対象人員数

2

追加的総費用追加的総業務量（総時間）

2,187 3,494

管内市町村 2 559 1,006

県

事業実施自治体

　　大分市、杵築市



５．今年度に都道府県が実施した活性化事業（交付金相当分） （単位：千円）

2,451 2,451

基金（交付
金相当分）
対象経費

0

6,553 6,553

0 0

事業の実績

事業経費

425

0

433 433

3,847

81

0 0

432 432

7,553

0

消費者教育のための講演会の開催

0⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業 0

0

3,847

⑦消費生活相談窓口高度化事業

⑧食品表示・安全機能強化事業

0

425

事業計画

事業経費
基金（交付
金相当分）
対象経費

0 0

⑨消費者教育・啓発活性化事業

6,554 6,554

8,542 8,542

81 81

7,553

432

0 0 00

432

事業（実績）の概要

弁護士の活用（月２回）

消費生活センター整備（事務機器、防犯ベル）、消費者ホットライン・相談窓口周知等

相談員養成の実務的研修の開催（１４名）

相談員養成の実務的研修への参加（１０名）

消費者行政担当者等を対象としたレベルアップ研修の開催（１回）81⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

事業名

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

0

0

0

3,494 3,494

20,997

3,4973,497

23,378

0 0

合計

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

非常勤嘱託職員（法執行担当、消費者啓発担当）配置（各１名）（７月～３月）

23,378

0 0

0 0 0

20,997

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 0 0 0 0

0



６．活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

対象経費（実績）

新たに相談員を担える者を県として１０名養成（法人募集型）

事業強化・機能強化の成果

弁護士を月２回、２時間活用

講師謝金、講師旅費、会場借り上げ量、教材費等

事務機器、相談室防犯ベル、共通電話・市町村窓口周知公告、周知エコバック

講師謝金、講師旅費、会場借り上げ量、教材費等

館内の消費者行政担当者を対象とした研修会を開催（１回）

消費者を対象にした啓発のための講演会を開催（年１回）

相談室に防犯ベルを設置、啓発等の充実のためワイヤレスアンプ・カラープリンター購入パソコン２台増
設、消費者ホットライン・相談窓口周知広告等

館内の市町村の要望を踏まえ、１４名を対象に養成研修を実施

⑨消費者教育・啓発活性化事業

⑤消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑦消費生活相談窓口高度化事業 謝金、旅費

研修参加支援

講師謝金、講師旅費、会場借り上げ量、教材費等

事業名

④消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

①消費生活センター機能強化事業（増設）

②消費生活センター機能強化事業（拡充）

非常勤嘱託職員（法執行担当・消費者啓発担当）各１名配置（７月～３月）報酬、費用弁償、社会保険料

⑧食品表示・安全機能強化事業

⑩商品テスト強化事業

⑪地方苦情処理委員会活性化事業

⑫一元的相談窓口緊急整備事業

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

③消費生活相談員養成事業（研修開催）

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

自治体参加型

参加希望者数 人

年間研修総日数 人日

研修参加・受入

年間研修総日数

200

参加者数

人日

人

人日

人

年間研修総日数

2 実地研修受入人数 2実地研修受入希望人数

事業計画

研修参加・受入要望

人日年間研修総日数 204

人

法人募集型

実施形態

⑬消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

実績

⑭消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑮消費者行政活性化オリジナル事業（その他）



８．今年度に管内の市町村が実施した活性化事業の総額（交付金相当分） （単位：千円）

0 0

0

0

0

0

0

0

①消費生活センター機能強化事業（新設） 0

538

0

0

0

事業名

事業の実績事業計画

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

基金（交付
金相当分）
対象経費

計

事業経費

0

3,610

2,990

0

0

0

4,749

4,244

0

537

3,610

2,924

0

0

3,685

2,924

0

0

0

0

0

0

583

0

0

583

0

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑨消費生活相談窓口高度化事業

実施市町村

大分市、別府市、日田市、佐伯市、豊後高田市、杵築市、宇佐市、豊後大野市、由布市

中津市、臼杵市、豊後高田市、由布市

別府市、中津市、佐伯市、臼杵市、竹田市、豊後高田市、杵築市、宇佐市、豊
後大野市、由布市、国東市、姫島村、日出町、九重町、玖珠町

0 0

0 0

0

0

0

19,127 16,694

0

0

1,006

0

795

0

0

0

16,156

0

0

967 967

795

0

0 0 0

7,2777,747

1,052

16,222

0

7,748

0

0

7,277

0 0

合計

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他）

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

⑫食品表示・安全機能強化事業

⑬消費者教育・啓発活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

795

0 0 0

0

別府市、日田市、豊後大野市、姫島村

大分市、杵築市

日田市、佐伯市、臼杵市、竹田市、杵築市、豊後大野市、日出町、九重町、玖珠町

796



９．活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

⑬消費者教育・啓発活性化事業 消費者被害防止のための啓発（パンフレット、チラシ、啓発図書購入等）

⑨消費生活相談窓口高度化事業

⑩広域的消費生活相談機能強化事業（新設）

消費生活相談窓口の整備・拡充１５市町村（全市町村に設置）

消費生活相談員養成４名（自治体参加型）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

国民生活センター等の研修参加支援⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

③消費生活センター機能強化事業（拡充）

④消費生活相談スタートアップ事業（新設）

⑤消費生活相談スタートアップ事業（拡充）

事業・機能強化の成果の概要事業名

⑫食品表示・安全機能強化事業

①消費生活センター機能強化事業（新設）

②消費生活センター機能強化事業（増設）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑪広域的消費生活相談機能強化事業（拡充）

10．今年度の基金取崩し実績額

　

　

⑬消費者教育・啓発活性化事業 消費者被害防止のための啓発（パンフレット、チラシ、啓発図書購入等）

消費生活相談員１名増員（大分市）、消費生活相談員の市窓口への派遣委託（月２回・杵築市）

千円

⑭商品テスト強化事業

⑮地方苦情処理委員会活性化事業

⑯一元的相談窓口緊急整備事業

千円

⑰消費者行政活性化オリジナル事業（連携強化）

千円

千円

うち都道府県の基金

うち管内の市町村の基金計 0

千円うち管内の市町村合計

37,153

20,997

16,156

0

交付金相当分

0

積増し相当分

うち都道府県

千円

⑲消費者行政活性化オリジナル事業（その他） 弁護士との連携による相談、専門相談員巡回指導、独居（高齢者）を対象にした訪問相談、啓発のための委託料、謝金、旅費等

⑱消費者行政活性化オリジナル事業（事業者指導、法執行強化）



11．消費者行政決算

12．基金の管理（実績）

123,595

311,173

112,235 千円 160,748

0

千円

千円

千円

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費 112,235 千円

千円

0 千円16,156

千円

千円 37,153

千円

設置当初の基金残高（交付金相当分）

千円

千円20,997

90,716 千円 27,684 千円

20,997 千円

前年度差

千円

千円

千円

97,403

21,519 26,192

90,716 千円

21,519

0

-

118,400

千円 42,348

千円

6,687 千円

20,829 千円

16,156

48,513 千円

37,153 千円

0 千円

11,360 千円

チェック項目

-

0.18

-

-

0.38

0.23

-

平成２０年度 平成２１年度

-

-

4,673 千円

千円

-0 千円 0

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

千円 0 千円 -

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当部分）取崩対象経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象外経費

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち基金（交付金相当分）取崩対象経費

千円

千円

千円0 千円 0

③都道府県全体の消費者行政決算総額

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算総額

うち基金（交付金相当分）取崩対象の常勤職員の時間外勤務手当

0 千円

0 0

①都道府県の消費者行政決算

13．都道府県の消費生活相談窓口

1,250

設置当初の基金残高（積増し相当分）

平成２０年度末の基金残高（積増し相当分）

平成２１年度の基金運用収入（交付金相当分）

0 千円

消費生活相談員の配置

平成２０年度末 相談員総数 0

21年度末実績

人

平成２０年度末 相談員総数 6

平成２１年度の基金取崩し額（積増し相当分）

平成２０末の基金残高（交付金相当分）

平成２１年度の基金取崩し額（交付金相当分）

平成２１年度の基金運用収入（積増し相当分）

平成２１年度末の基金残高（積増し相当分）

平成２１年度末の基金残高（交付金相当分）

人

千円

311,173 千円

37,153 千円

千円

275,270 千円

千円

0 千円

0

相談員総数 6

人

0 千円

人

21年度末実績

0

人

21年度末実績 相談員総数 6 人

人0

相談員総数 0

人 21年度末実績 相談員総数平成２０年度末 相談員総数 0

うち常勤職員の相談員

うち非常勤の相談員

うち委託先職員等の相談員

平成２０年度末 相談員総数 6

人0人 21年度末実績 相談員総数平成２０年度末 相談員総数 0うち委託先職員等の相談員



14．平成２１年度の都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

15．管内市町村の消費生活相談窓口

16．平成２１年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

②研修参加支援 ○

③就労環境の向上

研修参加支援

④その他 ○ 相談員交流機会の拡大

人

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人 平成２１年度末実績 相談員総数 12平成２０年度末 相談員総数 7

①報酬の向上

処遇改善の取組 具体的内容

うち常勤職員の相談員 平成２０年度末 相談員総数 0

9 人

人 平成２１年度末実績 相談員総数 0

相談員総数 3

人

うち非常勤の相談員 平成２０年度末 相談員総数 4 人 平成２１年度末実績 相談員総数

人

消費生活相談員の配置

人 平成２１年度末実績 相談員総数 3うち委託先職員等の相談員 平成２０年度末

③就労環境の向上 ○

④その他

執務環境の向上（豊後大野市、由布市）、ＰＩＯ－ＮＥＴ設置（豊後高田市）

②研修参加支援 ○

日額賃金の増加（由布市）

研修参加者数の増加（大分市）、国民生活センター等の研修参加支援（別府市・中津市、佐伯市・臼杵市・豊後高田市・杵築市・宇佐市・豊後大野市・由布市）

①報酬の向上 ○


